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平成２１年度理科教育設備整備費等補助金(補正予算関連事業)の  

  物品購入のための契約納期について弾力的ご対応のお願い    

 

日頃より理科教育の振興について特段のご配慮をいただきまして感謝申し上げます。 

 

新しい学習指導要領では、本年（平成２１年）４月から小学校・中学校の算数・数

学、理科の相当な部分が移行措置として先行実施されて、特に理科では、観察・実験

などの学習活動が大幅に拡充、実施されております。 

 

これらに対応すべく、本年度（平成２１年度）補正予算で、理科教育設備整備費等補助金

として、実に２００億円（事業総額４００億円）の補助金が、５月に国会成立し、全国の教育委

員会で、全ての小学校、中学校、高等学校を対象に、理科設備品等の購入計画を実施いた

だき誠にありがとうございます。改訂学習指導要領の主旨に沿って、理科の観察・実験

などの学習活動を大幅に拡充するためには、学校の実態に応じて必要な教材（観察・

実験器具）整備が重要であり、各学校の先生方からも大変喜んでいただいております。  

   

さて、結果として、本年度の理科設備品補助金の予算は、本予算２０億円と補正予算１４０億

円（予算執行停止もあり６０億円の減額）の合計１６０億円（事業総額３２０億円）となりま

した。この執行額は２０年度が１３．１億円（総額２６．２億円）でしたから実に１２倍を超え

る額です。 

 

協会傘下の理科器具製造メーカー各社では、この１２倍の需要に応えるべく準備体制を整えて

来ましたが、年度末の納品業務について、全国での購入計画が集中しており、一部商品で納期遅

延が生じることが懸念されております。 

 

一方で、本補正予算は「繰越明許費」での対応が可能となっておりますので、各教育委員会・

知事部局のご担当におかれましては、繰越が必要となった場合には 速やかに手続きをとっていた

だきますようお願い申上げます。 
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